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Build Back Better とは
「Build Back Better（より良い復興）」 とは、2015 年 3月に宮城県仙台市で開催された「第3回国連防災世界会議」の成果文書である「仙台防災枠組」
の中に示された、災害復興段階における抜本的な災害予防策を実施するための考え方です。
本シリーズでは、災害が発生した国内外の事例を紹介し、過去の災害を機により良い街づくり国土づくりを行った姿を紹介いたします。

　平成26年（2014年）8月19日から
20日にかけて広島県を襲った記録
的な大雨は、広島市で166件の土
砂災害を引き起こしました（土石流
107件、がけ崩れ59件）。この災害
による広島県の被害は、死者77人、
負傷者68人、住宅全壊179棟、住
宅半壊217棟、床上・床下浸水は
4,183棟に上りました（平成2 8年6月
24日現在。消防庁「8月19日からの
大雨等による広島県における被害
状況及び消防の活動等について
（第47報 ）」）。
　特に集中豪雨が発生した広島市
安佐南区から安佐北区に至る地域
では、鉄道やライフラインに甚大な
被害が発生しました。広島県におけ

る被害額は一般資産などで総額415
億円、林野関連で68.5億円に上りま
した。 
　こうした大規模な土砂災害に対し
て、国や広島県、広島市は協力して
応急復旧連絡会議を設置し、復旧・
復興に取り組みました。 まちの将来
像を踏まえた「復興まちづくりビジョン」
を平成27年3月25日に策定し、①砂
防堰堤等の整備、②市による避難路
の整備、③雨水排水施設等の整備、
④住宅再建の支援の 4 つの柱を掲
げました。
　広島県 では災害から命を守るた
めに、ハザードマップの見方や災害
危険箇所・避難場所等の情報を分
かりやすくポータルサイトで伝える「み

んなで防災」県民総ぐるみ運動を展
開しています。
　広島市は被災地の町内会の要請
に応じて弁護士や税理士などの専
門家の派遣等を行うとともに、職員
もワークショップの運営をサポートす
るなど地域と一体となったまちづくり
に取り組んでいます。また、各地域
の自治会でも安否確認システムの開
発を行い、当時の教訓を活かした
「備え」を展開しています。

広島・豪雨による土砂災害からの復興
平成26年（2014年）・広島県

広島市で発生した土砂災害等の様子
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平成26年（2014年）の広島・豪雨による土砂災害では広島市北部の安佐北区
や安佐南区の住宅地などで大規模な被害をもたらしました。安佐北区西部に
は太田川が流れており、周辺には白木山や鬼ヶ城山、備前坊山、堂床山、
可部冠山などの標高 600ｍ以上の山々が連らなるなど自然豊かな街並みです。

広島市安佐北区の中心街の街並み
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日本の水害と土砂災害
Flood and sediment disaster in Japan

「避難経路」を知ろう

　避難行動は、数分から数時間後に起こるかもしれ
ない自然災害から命を守るための行動です。いざと
いう時の避難に備え、平時から自治体が指定してい
る避難場所を確認し、そこまでの経路や移動手段に
ついて計画しておきましょう。また避難すべき場所
をあらかじめ認識しておくために「災害・避難カード」
（※）を作成しておくと役に立ちます。作成したカー
ドは自宅の冷蔵庫など普段、目にとまる場所や財布
の中に持ち歩くことをおすすめします。
　夜間や道路が浸水しているような悪条件の中を無
理に避難することは、かえって被災の危険を大きく
することもあります。そのため、平時からハザードマッ
プを確認し、家のある場所が災害の発生するおそれ
が高いのかを把握しておきましょう。市区町村から
の避難情報も参考に、安全な場所にいる人であれば
避難場所に行く必要はありません。一方、災害の可
能性がある場合には避難が必要となりますが、指定
の避難場所の他に、安全な親戚や知人宅を避難場所
とすることも考えてみましょう。また、避難場所まで
の移動時間を考慮して、避難行動開始のタイミング
についても考えておきましょう。

　注意報や警報が発表されたときは、気象庁がホー
ムページで公開している危険度分布も一緒に確認し
ましょう。危険度分布は、地図上で土砂災害・浸水害・
洪水のそれぞれについて 5段階の色分けで危険度が
示されており、どこが危ない状況となるのかすぐに
分かるようになっています。いつ、どこで危険度が
高まる予想となっているかを確認し、自らの地域に
迫る危険性について把握し、適切に避難することが
大切な命を守ることに繋がるのです。

水害からの避難
　日本の豊かな自然環境を支える雨は、時として日常生活を脅かす深刻な被害をもたらします。特に夏から秋
にかけては梅雨前線や台風の影響で集中豪雨や長雨が続き、それによって地盤がゆるむと土砂災害（土石流、
地すべり、がけ崩れ等）を引き起こす可能性が高まります。ここ数年でも平成29年7月九州北部豪雨、平成30年
7月豪雨、令和元年東日本台風など極めて甚大な被害が広域で発生しています。
　こうした水害や土砂災害から「命」を守るためには、災害を他人事ではなく自分のこととして捉え、日頃から
備えを進めることが重要です。

特集 special topic

※「災害・避難カード」とは、各自が避難すべき場所、避難を支援してくれる人、
避難のタイミングなどをあらかじめ認識しておくため、それらの情報をコンパクトにまとめたカードです。

気象庁が公開している危険度分布はこちら
（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/riskmap.html）

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/pdf/h30_tebikisho.pdf
水害・土砂災害から家族と地域を守るには　4.「避難の方法」を知ろう

問合せ先

内閣府

少しでも危険を感じたら、迷わず避難！！

土砂災害から身を守る！
次の情報を見聞きしたらただちに避難をしましょう！

どんなときが危ないのか？

土砂災害は予測が難しく、避難勧告の発令が間
に合わないことも…

平成26年7月9日
長野県南木曽町

死者１名

平成26年8月17日
兵庫県丹波市
死者１名

平成25年10月16日
東京都大島町
　死者・行方不明者

39名

平成26年8月20日
広島県広島市
死者75名

過去30年間で
最悪の被害

災害・避難カード（●●地区××）

自らの命、家族の命を守るためには、早めの
避難が重要！

写真提供：株式会社パスコ写真提供：株式会社パスコ

写真提供：株式会社パスコ写真提供：株式会社パスコ

土砂災害警戒情報※ 避難勧告

す。

災害 避難先・場所 避難の合図

Ｘ川のはん濫

土砂災害

Ｃ市民会館

Ａ小学校
そこまで逃げられない
場合はＢマンション

はん濫危険情報

土砂災害警戒情報（                                ）

※土砂災害警戒情報って？ 
長い間雨が降り続いているときや急な大雨が降ったとき、
山などに多くの水分が含まれることで、今にも土砂災害が
起こりそうなときに出される情報のことです。 
あなたがお住まいの市町村は、この情報をもとに避難勧告
を出しています。 

※災害に巻き込まれないために、日頃からどのような情報に注意すればいいのか
　確認しておきましょう！

このままの状況が続けば災害が起こるおそれがあるため、
避難に時間がかかる人や身の危険を感じた人に避難をして
もらうために出される情

このままの状況が続けば災害発生のおそれがあるため、土
砂災害のおそれがある場所にお住まいの方や要配慮者の方
に避難を促す情報です。

内閣府政策統括官（防災担当） 
〒100-8914 東京都千代田区永田町1-6-1（中央合同庁舎８号館） 
電話：03-5253-2111 　　http://www.bousai.go.jp

Ｂマンション

土砂災害警戒情報： ○△町・△△町・○○町

土砂災害に警戒！！土砂災害に警戒！！

○△町全域に土砂災害警戒情報 この情報が出された場合は、速や
かに避難する必要があります。
この情報の前に避難準備・高齢者
等避難開始※が出されることもあ
ります

※避難準備・高齢者等避難開始って？
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長い間雨が降り続いているときや急な大雨が降ったとき、
山などに多くの水分が含まれることで、今にも土砂災害が
起こりそうなときに出される情報のことです。 
あなたがお住まいの市町村は、この情報をもとに避難勧告
を出しています。 

※災害に巻き込まれないために、日頃からどのような情報に注意すればいいのか
　確認しておきましょう！

このままの状況が続けば災害が起こるおそれがあるため、
避難に時間がかかる人や身の危険を感じた人に避難をして
もらうために出される情

このままの状況が続けば災害発生のおそれがあるため、土
砂災害のおそれがある場所にお住まいの方や要配慮者の方
に避難を促す情報です。

内閣府政策統括官（防災担当） 
〒100-8914 東京都千代田区永田町1-6-1（中央合同庁舎８号館） 
電話：03-5253-2111 　　http://www.bousai.go.jp

Ｂマンション

土砂災害警戒情報： ○△町・△△町・○○町

土砂災害に警戒！！土砂災害に警戒！！

○△町全域に土砂災害警戒情報 この情報が出された場合は、速や
かに避難する必要があります。
この情報の前に避難準備・高齢者
等避難開始※が出されることもあ
ります
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土砂災害に警戒！！土砂災害に警戒！！
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「防災気象情報」「避難情報」「警戒レベル」を知ろう

種類 情報の種別 それぞれの役割

特別警報 大雨（土砂災害、浸水害）、暴風、暴風雪、大雪、波浪、高潮 ・重大な災害が発生するおそれが著しく大きい場合に発表

警報 大雨（土砂災害、浸水害）、洪水、暴風、暴風雪、大雪、波浪、高潮 ・重大な災害が発生するおそれがある場合に発表

注意報 大雨、洪水、強風、風雪、大雪、波浪、高潮、雷、融雪、濃霧、
乾燥、なだれ、低温、霜、着氷、着雪 ・災害が発生するおそれがある場合に発表

気象情報

・警報の危険度分布
・大雨に関する気象情報
・台風情報
・竜巻注意情報
・記録的短時間大雨情報
・警報級の可能性
・長時間の高温に関する気象情報
など

・警報等を補足する情報として、危険度が高まっている場所を
　示した分布図を常時10分毎に発表

・警報等を発表する数日前から注意を呼びかけ、また、警報等
　の発表中に現象の経過、予測、防災上の留意点等を解説する
　ため必要に応じて随時発表

・警報等の対象ではない、社会的に影響の大きな天候の状況
　なども必要に応じて随時発表

防災情報の種類

《出典》『水害・土砂災害から家族と地域の人々を守るには』３.「情報」を知ろう（内閣府（防災担当））

防災気象情報をもとにとるべき行動と、相当する警戒レベル

　昨年３月、大雨による災害発生の危険度と住民に
求められる行動を「5 段階の警戒レベル」で示す、
新しい避難情報の運用が始まりました。これは平成
30 年７月豪雨の教訓を活かしたもので「逃げ遅れゼ
ロ」を目指しています。
　避難のタイミングで重要なのはレベル 3 とレベル
4です。レベル 3 は、市町村が「避難準備・高齢者
等避難開始」を発表する状況を指しており、高齢者
や障害のある方など避難に時間を要する人は、この
段階で避難をする必要があります。レベル４になると

市町村から「避難勧告」や「避難指示」が発令され、
住民の全員が避難をする必要があります。そして、
レベル5 は既に災害が発生しているという状況です。
　気象庁の警報は、重大な災害が発生するような警
報級の現象が概ね 3～ 6 時間先に予想されるときに
発表されることとなっています。警報の発表基準を
はるかに超える大雨等が予想され、重大な災害が発
生するおそれが高まっている場合、特別警報が発表
されます。避難勧告がない場合でも防災気象情報に
注意して早めの対応を心がけましょう。

「避難行動判定フロー・避難情報のポイント」 http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/pdf/houkoku/campaign.pdf
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日本の水害と土砂災害
特集 special topic

水害対策（日ごろの備え）
　災害はいつ起きるかわかりません。豪雨や土砂災害は毎年、全国各地で発生しており、大規模な被害をも
たらしています。起きてから後悔しないように、日ごろから非常用の備蓄や持ち出し品の準備、保険などによ
る災害の備えが必要です。

持ち出し品と備蓄品を準備しておく
　避難するときに備えて、非常時に持ち出すべきもの
をあらかじめリュックサックなどに詰めておき、いつで
もすぐに持ち出せるようにしておきましょう。避難情
報が発令されてからでは持ち出し品を詰めている時間
は殆どありません。自分にとって「ないと困る物」を
リストアップして、普段から少し多めに購入しておくと
安心です。このとき、貴重品とあわせて持ち出し品を
準備しておくことが重要です。避難の際に持ち出すべ
きものは、食料に限らず多岐にわたります。また、子
供や高齢者がいる家庭では必要なものが増えます。
さらに、新型コロナウイルスなどの感染症対策として、

マスクや手指消毒液など感染症対策の携行品を準備し
ておくことも重要です。
　持ち出し品に加えて、家庭での備蓄品も準備をしま
しょう。飲料水や非常食は最低 3 日分が目安ですが、
大規模災害発生時には 1 週間分の備蓄が望ましいと
されています。トイレを流したりするための生活用水
の確保も必要です。日ごろから水道水を入れたポリタ
ンクを用意する、災害の危険が予測される場合にはお
風呂の水を張っておくなどの備えをしましょう。次ペー
ジのチェックリストを活用しながら、自らや家族が必要
なものを確認し、日ごろから準備しておきましょう。

家族同士の安否確認
　家族や親族が別々の場所にいるときに災害が発生し
た場合でもお互いの安否を確認できるよう、非常時の
連絡方法、連絡先、避難場所・経路などを、日ごろ
から共有・確認しておきましょう。災害時には、携帯

電話の回線がつながりにくくなり、連絡がとれない場
合もありますので、「171災害用伝言ダイヤル」や「災
害用伝言版」などのサービスも活用しましょう。

災害用伝言ダイヤル

局番なしの「171」に電話をかけると伝言を録音でき、
自分の電話番号を知っている家族などが、伝言を再生できます。

災害用伝言版

携帯電話やPHSからインターネットサービスを使用して文字情報を登録し、
自分の電話番号を知っている家族などが、情報を閲覧できます。
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家族同士の安否確認
　家族や親族が別々の場所にいるときに災害が発生し
た場合でもお互いの安否を確認できるよう、非常時の
連絡方法、連絡先、避難場所・経路などを、日ごろ
から共有・確認しておきましょう。災害時には、携帯

電話の回線がつながりにくくなり、連絡がとれない場
合もありますので、「171災害用伝言ダイヤル」や「災
害用伝言版」などのサービスも活用しましょう。

災害用伝言ダイヤル

局番なしの「171」に電話をかけると伝言を録音でき、
自分の電話番号を知っている家族などが、伝言を再生できます。
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災害の「備え」チェックリスト https://www.kantei.go.jp/jp/content/000064513.pdf

0 6ぼうさい ｜ 令和2年　夏号（第99号）



特集 special topic

日本の水害と土砂災害

首相官邸ホームページ「防災の手引き～いろんな災害を知って備えよう～」

地域のつながり
　災害発生時の救助や避難では、日ごろからの近所
づきあいが力を発揮します。まずは自分自身で自分の
命や身の安全を守ることが重要ですが、その上で地
域コミュニティでの相互の助け合いが重要となります。
地域に風水害や土砂災害などのどのようなリスクがあ
るのかを地域の中で共有し、家族や地域の人たちの
命や財産をどのように守るのかを地域の中でしっかり
考え、対策を検討しておくことが大切です。
　そのため、地域住民や自主防災組織、企業、社会
福祉協議会、学校、病院、社会福祉法人等の多様な
主体が一緒になって地域コミュニティの防災に関する
課題と対策について考えておき、いざという時に効果

的な対応ができることが重要です。このような地域で
の課題や対策を考えるひとつの方法が「地区防災計
画」です。「地区防災計画」については、P12 にも
記事がありますので、あわせてご参照ください。
　また、町内会や自治会が中心となって開催される避
難訓練などの防災関連の行事では、地域の防災に関
する取組を知ることができるため参加してみましょう。
参加型の防災訓練では、安否確認や救出・救護、炊
き出しや避難所生活などを体験することもできます。
　いざという時に頼りになるのは近所の方たちです。
災害による被害を減らすためにも、地域のつながりを
大切にしましょう。

避難所開設訓練
（北海道稚内市：2019年 11月）

炊き出しの様子
（熊本地震）

小学生による津波避難訓練
（高知県四万十市：2019年 11月）

《出典》首相官邸　防災の手引き～いろんな災害を知って備えよう～ https://www.kantei.go.jp/jp/headline/bousai/index.html

　首相官邸のホームページでは、「大規模自然災害ではどのようなことが起きるのか」「その時どう対応したら良いのか」「災害に
対する備えはきちんと出来ているか」について分かりやすくまとめています。
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被災したときに備える保険・共済への加入
　風水害や土砂災害などの災害に対しては、保険や
共済に加入するという事前の備えが重要です。既に
加入している方も補償対象・内容が十分か見直して
みましょう。
　保険・共済に加入することで、洪水、高潮、土砂
崩れなどによる住宅や家財への被害に備えることが
できます。火災保険には、火災だけでなく、風災・水災・
雪災・落雷などの風水害等による損害を補償する商
品があり、風水害による損害が一定額以上に達する
ものであれば補償の対象としています。ただし、補
償対象となる災害の種類や補償の内容は、保険会社・
共済団体や商品により様々であることに注意が必要
です。保険・共済への加入を検討する際や加入内容
を確認する際には、ハザードマップなどで自宅の災

害リスクをしっかりと把握した上で、各保険会社・共
済団体に詳細を確認し、必要な補償を確保するよう
にしましょう。
　また、建物被害の程度に関わらず、家財が被害を
受けて再購入が必要になる場合も考えておくことが
大切です。持ち家の場合は建物の補償と家財の補償
の双方で備えることが望ましく、借家の場合は家財
の補償のみを契約します。マンションにお住まいの
方は、管理組合などが共用部分の保険に加入してい
るか確認しましょう。また分譲マンションにおいては、
専有部は持ち家という扱いとなりますので、お住ま
いの階数なども考慮して、家財に加えて建物も補償
に含めるべきかを検討しましょう。なお、車を所有さ
れている場合には、車両保険でカバーしましょう。

　水害や土砂災害から身を守るためには、まず地域の災害リスクや事前準備のための情報を知ることが大事です。内閣府や国土
交通省、気象庁、自治体などでは様々な情報をホームページなどで公開しています。
　特に水害や土砂災害は地形による影響を大きく受ける災害です。ハザードマップや地区防災計画を見て、河川が氾濫した場合
には何メートル浸水してしまうのか、土砂災害が起こりやすい場所ではないか、自宅や学校・職場など良く立ち入る場所には、
どのような危険があるのか確認しましょう。なお、水害に関するハザードマップは市町村が、土砂災害に関するハザードマップは
都道府県が作成していますので、それぞれホームページや役所などで確認しましょう。国土交通省の「ハザードマップポータル
サイト」にも情報が集約されています。

《出典》『水害・土砂災害から家族と地域の人々を守るには』５，備えよう「保険の活用」（内閣府（防災担当））

火災補償に比べ、水災補償の加入割合は、
まだまだ低い状況にあります。

持家世帯の保険・共済の加入件数・割合
（建物のみ） （内閣府試算）

火災補償あり

（82％）
2,880万件

水災補償あり

（66％）
2,307万件

※損害保険料率算出機構資料（2015 年度末における
全保険会社の建物（住宅）を対象とした火災保険保有契
約を集計）及び日本共済協会資料（2015 年度末におけ
るＪＡ共済連、ＪＦ共水連、全労済、全国生協連の建物（住
宅）を対象とした共済保有契約を集計。住宅のみのデー
タ抽出が困難なものを除く）をもとに、内閣府試算

東日本大震災で全壊被害に遭った住宅の新築費用は、平均して約 2,500 
万円で、それに対して公的支援として受給できたのは、善意による義援金
をあわせても約 400 万円にとどまりました。

「半壊」世帯には、災害救助法に基づき、58.4 万円（平成 30 年 4 月 1 日時点）を限度として市町
村が応急修理を行います。災害復興住宅融資制度による低利融資は、「一部損壊」でも受けられます。

これだけではなく、
• 家財
• 引っ越し費用
など、住宅・生活の
再建には他にもお金が
かかります。

※数字は東日本大震災の一例です住宅再建に
必要な金額

住宅新築費用
約 万円2500

公助・共助で
受け取れる金額

不足する金額
約 万円2100

万円300
被災者生活
再建支援金

義援金
約 万円100

事前の準備のための情報

お役立ちサイトの例

ハザードマップポータルサイト（国土交通省）

身の回りの災害リスクを調べる

洪水・土砂災害・津波のリスク情報などの確認や地域ご
との様々な種類のハザードマップを閲覧できます。
https://disaportal.gsi.go.jp/

避難勧告等の判断・伝達（内閣府）

避難勧告等が発令された場合に取るべき行動を理解する

避難勧告に関するガイドラインや関連する手引きなどを閲
覧できます。
http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/index.html

みんなでつくる地区防災計画（内閣府）

地域コミュニティで災害に備える

地区防災計画ガイドラインや防災活動に取り組んでいるモ
デル地区事業の取組紹介などを閲覧できます。
http://www.bousai.go.jp/kyoiku/chikubousai/index.html
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※地震保険は、単独での加入はできず火災保険とセットでの加入となることに注意しましょう。



「光の森防災広場」の整備
～熊本地震の経験を踏まえ

熊本県菊陽町危機管理防災課 入フェーズでは、応援部隊が利用
することを想定しています。
　このように、熊本地震の経験を
踏まえ、必要な機能や設備の整
備を行いました。
加えて、中越地震
や東日本大震災を
経験した自治体の
防災広場の視察か
ら得られた知見も生
かしました。関係者

　平成 28 年熊本地震から、今年
4月で丸4年が経過しました。菊
陽町では4月14日の前震で震度
5強、同16日の本震で震度6弱を
記録し、町の広範囲に被害が出ま
した。
　この 3 月に完成した防災広場
が位置する光の森地域は、本町
の面積 3,746ha の 2.6％に当
たる96haに、人口42,615人
の11.7％に当たる4,984人（人
口は令和 2 年 4 月末現在）が住
む人口密集地域です。住宅だけ
でなく、大型ショッピングセンター
（SC）や飲食店、カーショップな
どが立ち並び、多くの利用客が
訪れています。
　熊本地震では、防災広場の南
側に位置する光の森町民センター
に避難が集中しました。ロビーま
で避難者があふれ、付近の道路
は避難者の車が列をなし、本震
後の夜には 1,000 人を超える避
難者が本センターで過ごしまし
た。当時の防災広場は更地でし
たが、緊急時のヘリコプター発着
場を確保しておく必要があると判
断したため、避難者へ開放しま
せんでした。
　仮に、大型 SC などへの来客
が多い休日昼間に災害が発生し
た場合には、さらに避難者が増え
ると予想されることからも、災害
時に利用できる施設の整備が必

要と判断し、国土交通省の都市
防災総合推進事業を活用して防
災広場の整備に取り組みました。
3ha の敷地のうち 1ha は仮設
住宅用地として利用していたの
で、残り 2ha を防災広場として
整備しました。整備の目的は、
住宅・商業施設密集地において
避難しやすい指定緊急避難場所
とすることと、大規模災害発生時
における被災者支援拠点とするこ
とです。
　避難場所となる芝生広場は、
ヘリコプターの着陸もできるよう
100ｍ×100ｍ以上を確保しま
した。やむを得ない場合の車中
泊も想定し、広場が暗くなりすぎ
ないようソーラー照明を設置して
います。あずまやには、プライバ
シーへの配慮が必要な場合に備
えターポリン製のカーテンをあら
かじめ収納しています。また縁台
は、背もたれのある簡易救護台
に展開することができます。
　広場自体が広いので、トイレ棟
を南北 1 か所ずつ用意していま
す。トイレ棟は2ブースからなり、
災害時に限らず女性トイレは列が
出来やすいことから、1 ブースは
多目的トイレと男女トイレの兼用
とし、もう 1 ブースは女性トイレ
専用としています。また、トイレ
の不足に備え、公共下水道に接
続したマンホールトイレを 10 基

用意しています。流水は最上流
に設けた防災井戸で確保し、下
水道が利用できない場合は貯留
弁付きマンホールで貯めることが
できます。なお、熊本地震にお
ける自衛隊の入浴支援を受けた
際に、その排水先確保に苦慮し
たため、あらかじめ仮設入浴施
設の場所をマンホールトイレの近
くに指定して、マンホールトイレ
の流水及び入浴の排水先を兼ね
ることにしました。
　避難の長期化によるストレス対
策として、子どもたちが遊べるよ
う築山を用意しました。芝生広場
の周囲は、ウォーキングなどに最
適なゴムチップ舗装を採用してい
ます。また、駐車場の表層やゴ
ムチップ舗装の基層は透水性アス
ファルトを利用し、大雨の際に敷
地外にあふれる水を減らすように
しています。
　被災者支援拠点としての大き
な機能は、防災備蓄棟内の備蓄
倉庫です。備蓄品の保管ととも
に、支援物資の受入れや配布を
行う場所となります。特に、熊本
地震の際には、パレット積みの物
資を解いて人力で降ろしていた
ため職員の疲弊度合いを高めて
しまったので、備蓄倉庫にフォー
クリフトや逆ネステナーを用意す
るとともに、職員にフォークリフ
ト運転技能講習を受講させること

で、荷下ろし作業を軽減できるよ
うにしました。また、備蓄倉庫の
フロア高を地面から60cm上げ、
トラックの荷台と近づけることで、
物資の移動をしやすいようにして
います。
　防災備蓄棟には、避難室や救
護室を備えています。当地は指
定緊急避難場所ですので、初期
避難時には高齢者や妊婦などの
要配慮者が利用し、応援活動受

に改めて御礼を申し上げるととも
に、本町の取り組みが他の自治
体における事前防災の一助にな
れば幸いです。
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避難所におけるコロナ対策 内閣府（防災担当）避難生活担当

　新型コロナウイルス感染症の現
下の状況を踏まえると、現状にお
いて災害が発生した場合には、
避難者の密度を低くし、十分なス
ペースを確保するなど避難所にお
ける新型コロナウイルス感染症対
策を徹底する必要があります。
　このため、政府においては、避
難所における新型コロナウイルス
感染症対策に係る留意事項等につ
いて、４月以降、累次にわたり、
自治体宛て通知を発出し、各自治

体において複数の取組が実施され
るよう、助言等を行っています。
　また、避難所における新型コロ
ナウイルス感染症への対応として
実施する物資の備蓄に要する費
用については、地方創生臨時交
付金も活用しながら備蓄を進める
よう、自治体に周知しており、災
害発生時には、政府において必
要な物資をプッシュ型で迅速に支
援することができるよう、その費
用を第２次補正予算に盛り込むな

ど準備に万全を期しております。
　さらに、住民の避難行動につい
ては、新型コロナウイルス感染症
が収束しない中でも、災害時に
は、危険な場所にいる人は避難
することが原則であり、安全な場
所にいる人まで避難場所に行く必
要はないことや、安全な親戚・
知人宅も避難先となり得ること、
マスク・消毒液・体温計をできる
だけ自ら携行すること等の避難に
おいて知っておくべき５つのポイ
ント等を示したチラシ（14 か国
語に対応）を自治体を通じて周知
するなど、一層住民の理解を促
す取組も実施しております。
　政府としては、引き続き、新型
コロナウイルス感染症の感染状況
等も踏まえつつ、自治体等への
適切な助言や支援に努め、必要
な対策に取り組んでまいります。

図１. 防災広場と備蓄倉庫

各自治体の取組

新型コロナウイルス感染症対策に配慮した避難所運営訓練

パーティション、マスク、消毒液など感染症対策に必要な物資の備蓄

避難所内の換気や十分なスペースの確保

ホテルや旅館の活用等の検討

可能な限り多くの避難所の開設

入フェーズでは、応援部隊が利用
することを想定しています。
　このように、熊本地震の経験を
踏まえ、必要な機能や設備の整
備を行いました。
加えて、中越地震
や東日本大震災を
経験した自治体の
防災広場の視察か
ら得られた知見も生
かしました。関係者

　平成 28 年熊本地震から、今年
4月で丸4年が経過しました。菊
陽町では4月14日の前震で震度
5強、同16日の本震で震度6弱を
記録し、町の広範囲に被害が出ま
した。
　この 3 月に完成した防災広場
が位置する光の森地域は、本町
の面積 3,746ha の 2.6％に当
たる96haに、人口42,615人
の11.7％に当たる4,984人（人
口は令和 2 年 4 月末現在）が住
む人口密集地域です。住宅だけ
でなく、大型ショッピングセンター
（SC）や飲食店、カーショップな
どが立ち並び、多くの利用客が
訪れています。
　熊本地震では、防災広場の南
側に位置する光の森町民センター
に避難が集中しました。ロビーま
で避難者があふれ、付近の道路
は避難者の車が列をなし、本震
後の夜には 1,000 人を超える避
難者が本センターで過ごしまし
た。当時の防災広場は更地でし
たが、緊急時のヘリコプター発着
場を確保しておく必要があると判
断したため、避難者へ開放しま
せんでした。
　仮に、大型 SC などへの来客
が多い休日昼間に災害が発生し
た場合には、さらに避難者が増え
ると予想されることからも、災害
時に利用できる施設の整備が必

要と判断し、国土交通省の都市
防災総合推進事業を活用して防
災広場の整備に取り組みました。
3ha の敷地のうち 1ha は仮設
住宅用地として利用していたの
で、残り 2ha を防災広場として
整備しました。整備の目的は、
住宅・商業施設密集地において
避難しやすい指定緊急避難場所
とすることと、大規模災害発生時
における被災者支援拠点とするこ
とです。
　避難場所となる芝生広場は、
ヘリコプターの着陸もできるよう
100ｍ×100ｍ以上を確保しま
した。やむを得ない場合の車中
泊も想定し、広場が暗くなりすぎ
ないようソーラー照明を設置して
います。あずまやには、プライバ
シーへの配慮が必要な場合に備
えターポリン製のカーテンをあら
かじめ収納しています。また縁台
は、背もたれのある簡易救護台
に展開することができます。
　広場自体が広いので、トイレ棟
を南北 1 か所ずつ用意していま
す。トイレ棟は2ブースからなり、
災害時に限らず女性トイレは列が
出来やすいことから、1 ブースは
多目的トイレと男女トイレの兼用
とし、もう 1 ブースは女性トイレ
専用としています。また、トイレ
の不足に備え、公共下水道に接
続したマンホールトイレを 10 基

用意しています。流水は最上流
に設けた防災井戸で確保し、下
水道が利用できない場合は貯留
弁付きマンホールで貯めることが
できます。なお、熊本地震にお
ける自衛隊の入浴支援を受けた
際に、その排水先確保に苦慮し
たため、あらかじめ仮設入浴施
設の場所をマンホールトイレの近
くに指定して、マンホールトイレ
の流水及び入浴の排水先を兼ね
ることにしました。
　避難の長期化によるストレス対
策として、子どもたちが遊べるよ
う築山を用意しました。芝生広場
の周囲は、ウォーキングなどに最
適なゴムチップ舗装を採用してい
ます。また、駐車場の表層やゴ
ムチップ舗装の基層は透水性アス
ファルトを利用し、大雨の際に敷
地外にあふれる水を減らすように
しています。
　被災者支援拠点としての大き
な機能は、防災備蓄棟内の備蓄
倉庫です。備蓄品の保管ととも
に、支援物資の受入れや配布を
行う場所となります。特に、熊本
地震の際には、パレット積みの物
資を解いて人力で降ろしていた
ため職員の疲弊度合いを高めて
しまったので、備蓄倉庫にフォー
クリフトや逆ネステナーを用意す
るとともに、職員にフォークリフ
ト運転技能講習を受講させること

で、荷下ろし作業を軽減できるよ
うにしました。また、備蓄倉庫の
フロア高を地面から60cm上げ、
トラックの荷台と近づけることで、
物資の移動をしやすいようにして
います。
　防災備蓄棟には、避難室や救
護室を備えています。当地は指
定緊急避難場所ですので、初期
避難時には高齢者や妊婦などの
要配慮者が利用し、応援活動受

に改めて御礼を申し上げるととも
に、本町の取り組みが他の自治
体における事前防災の一助にな
れば幸いです。
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これらの課題に対して、今後気象庁が取り組むべき主な改善策

東日本台風等における防災気象情報等で明らかになった課題

大雨特別警報の解除にあたり、解除後も引き続き大河川の洪水に対する警戒が必要であることへの注意喚起が十分でなかった。

記録的な大雨への警戒を「狩野川台風」を引用して呼びかけたが、強い危機感が伝わっていない地域もあった。

何らかの災害がすでに発生しているという、警戒レベル5相当の状況に一層適合させるよう、大雨特別警報の改善が必要。

「危険度分布」の認知や理解が依然として不十分である。 災害危険度の高まりについて、長時間の予測を提供できていない。

このほか、暴風災害への呼びかけの改善や警戒レベルにより適合した高潮警報の見直しなどの対応策も検討しているところです。
気象庁ではこれらの取組を関係機関と連携しながら着実に実施し、防災気象情報の伝え方の改善に引き続き努めてまいります。

防災気象情報の
伝え方の改善策と推進すべき取組

　気象庁では、平成30年7月豪雨
の記録的な災害等を受け、学識者、
報道関係者、自治体関係者、関係
省庁による「防災気象情報の伝え
方に関する検討会」を設置し、防
災気象情報の伝え方に関する課題
を整理し、その解決に向けた改善
策を検討しています。平成31年3
月のとりまとめ結果から、令和元
年度には気象庁が関係機関と連携

し、地域防災リーダーの育成支援
や危険度分布の高解像度化や希
望者向け通知サービス等の取組を
行いました。
　これらの取組のもと、気象庁は
市町村や住民に対する防災支援を
進めてきたところですが、令和元
年も「令和元年房総半島台風（台
風第15号）」や「令和元年東日本
台風（台風第19号）」などに伴う大

雨や暴風等により、相次いで各地
で大きな被害が発生しました。こ
こでも防災気象情報の伝え方に関
する新たな課題が明らかとなった
ことから、令和元年度の「防災気
象情報の伝え方に関する検討会」
において、令和2 年3月にその改
善策についてまとめましたので、
ここに紹介させていただきます。

気象庁予報部予報課気象防災推進室

大雨特別警報が解除された後においても河川氾濫への警戒が必要な場合には、引き続き警戒していただくために、警報
への切り替えに合わせて、今後の河川の水位の見込み等を発表します。また、警報への切り替えに先立って、国土交通省・
気象庁の合同記者会見等を開催することで、メディア等を通じた住民への適切な注意喚起を図るとともに、SNS や気象
情報、ホットライン、JETT *¹による解説等、あらゆる手段で注意喚起を行います。

1改善策 大雨特別警報解除後の氾濫への警戒の呼びかけの改善

過去事例と同様な大雨が降ることなどにより、甚大な災害が発生するおそれがあることを伝えるために、気象庁（気象台）では過去事例を
引用して警戒の呼びかけを行っています。この呼びかけについて、特定の地域のみで災害が起こるかのような印象を与えないよう、過去事
例を引用する際には、災害危険度が高まる地域を示すとともに、気象台等においては地元に特化した詳細かつ分かりやすい解説を実施します。

2改善策 過去事例を引用した警戒の呼びかけの改善

大雨特別警報について、何らかの災害がすでに発生しているという警戒レベル 5 相当の状況に一層適合するよう、災害発生との結びつきが強い「指数」を用いて新たな基
準値を設定し、精度を改善する取組を推進します。また、大雨特別警報の予告等の際には、特別警報を待ってから避難するのでは命に関わる事態になるという「手遅れ感」
が確実に伝わる表現を用います。大雨時においては、特別警報より早い段階で発表される防災気象情報を活用して避難行動をとっていただくことが何より重要です。

3改善策 大雨特別警報の改善

住民自らの避難判断に「危険度分布」をより一層活用していただくため、災害発生の適中率の向上を目指すとともに、「危険度分布」の認知度・理解度を上げるための広報
を更に強化します。また、「危険度分布」の通知サービスについて、住民の自主的な避難の判断によりつながるよう、市町村をいくつかに細分した通知の提供実現に向けて検
討を開始します。加えて、気象庁ホームページで提供している洪水警報の危険度分布について、本川の増水に起因する内水氾濫の表示ができるように改善します。

4改善策 危険度分布の利活用促進

災害の危険が迫る前の早い段階において防災対応をとっていただけるよう、台風による大雨など予測が可能な現象については、1日先までの雨量予測を用いた「危険度分布」
等により、長時間のリードタイムを確保した警戒の呼びかけの検討に着手します。

5改善策 1日先の危険度分布の技術開発の推進

図１. 警戒呼びかけイメージ

＊1ＪＥＴＴ（ジェット）＝JMA Emergency Task Team（気象庁防災対応支援チーム）
大規模な災害時に、都道府県や市町村等へＪＥＴＴ（気象庁防災対応支援チーム）として気象庁職員を派遣し、現場のニーズや各機関の活動状況を踏まえた気象等のきめ細かな解説を行う。
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地区防災計画の
素案作成支援ガイドを作成しました！

平成30年7月豪雨において、地区防災計画に基づき避難場所を記した災害避難カー
ドを作成するとともに、素案作成等に参加しなかった住民に対しても全戸参加の説
明会を行うことにより、対象地区の全住民が避難に成功した。（愛媛県大洲市三善地区）

令和元年東日本台風において、地域ごとの名簿をもとに、足の弱い高齢者に
対して担当を決めて誘導する仕組みを地区防災計画に位置付けることにより、
早期の避難を実現した。（長野県長野市長沼地区）

内閣府として、引き続き上記のガイド等を活用することにより、全国各地で地区防災計画が作成され、
地域の防災力が向上するよう、普及啓発活動に努めてまいります。

　このたび内閣府では「地区防災計画の素案作成支
援ガイド～地方公共団体の職員の方々へ～」を作成
しました。これは地域住民等が作成する地区防災計
画の素案作成を支援している地方公共団体の職員か
らいただいた質問に答える形で作成したもので、素
案作成をより円滑に実施いただくための手引きとな
るものです。
　このガイドは、内閣府のホームページで公開されて
いますので、同様に公開されている「地区防災計画
ガイドライン」、「地区防災計画モデル事業報告―平成
26～ 28年度の成果と課題―」などとともに是非と
もご活用ください。

　平成23年に我が国を襲った東日本大震災は、我が
国の防災意識向上に対する一つの契機となりました。
このとき、従前からの国作成の防災基本計画及び都
道府県・市町村作成の地域防災計画に基づく防災活
動、すなわち公助に加えて、地域住民が自分自身で
自分の命を守り（自助）、その上で地域コミュニティに
よる助け合いが行われる（共助）という、行政の支
援によらない地域住民自らの取組が大きな役割を果た
しました。これにより、大規模災害が発生した場合に

は、自助・共助・公助の取組がかみあうことの重要
性が強く意識されることとなったのです。
　この教訓を踏まえて平成 25 年度に災害対策基本
法が改正され、地区住民や事業者が自発的な防災活
動に関する計画を作成し、市町村地域防災計画への
提案・反映を可能とする「地区防災計画制度」が創
設され、以下のような好事例が生まれるなど、公助と
共助が連携して地域の防災力を高めてきました。

地区防災計画とは？

地区防災計画の効果

地区防災計画作成の様子

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当
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令和元年台風第 19 号等による
災害からの避難に関するワーキンググループ

内閣府（防災担当）調査・企画担当

　平成 30 年 7月豪雨による災
害を教訓とし、避難対策の強化
を検討するため、中央防災会議
防災対策実行会議の下に設置さ
れた「平成 30 年 7月豪雨によ
る水害・土砂災害からの避難に関
するワーキンググループ」では、
目指す社会として、「住民が『自

らの命は自らが守る』意識を持っ
て自らの判断で避難行動をとり、
行政はそれを全力で支援すると
いう住民主体の取組強化による防
災意識の高い社会を構築する」
必要性が示されました。これを踏
まえ、国及び地方公共団体は、
「自らの命は自らが守る」という

意識の徹底や、地域の災害リスク
ととるべき避難行動等についての
住民の理解を促進するため、行政
主導の避難対策のみでは限界が
あることを前提とし、住民主体の
取組を支援・強化することにより、
社会全体としての防災意識の向
上を図ることとしたところです。

平成30年 7月豪雨による
水害・土砂災害からの避難に関するワーキンググループについて1

　令和元年台風第 19 号 ( 令和
元年東日本台風) では、1 都 12
県 309 市区町村に大雨特別警報
が発表され、国及び県管理河川
において 140 箇所が決壊する
等、同時多発的かつ広範囲に甚
大な被害が発生しました。さらに、
10月24日から 26日にかけての
低気圧等による大雨により、千葉
県や福島県を中心に河川の氾濫、
土砂災害等が発生しており、これ
らの豪雨災害による人的被害は死
者 99 名、行方不明者 3 名に上り
ました。
　これら豪雨では、避難をしな
かった、または避難が遅れたこと
による被災や、豪雨・浸水時の屋

外移動中の被災、そして高齢者
等の被災が多く、いまだ住民の
「自らの命は自らが守る」意識が
十分であるとは言えません。また、
行政による避難情報や避難の呼
びかけがわかりにくいとの課題や
タイミングや避難場所等広域避難
の困難さが顕在化しました。
　このような状況を踏まえ、政府
では、激甚化・頻発化する豪雨
災害に対し、避難のあり方を検討
するため、令和元年 12 月に中
央防災会議防災対策実行会議の
下に「令和元年台風第 19 号等
による災害からの避難に関する
ワーキンググループ」を設置しま
した。

　本ワーキンググループでは、令
和 2 年度出水期までに速やかに
実施するべき対策と、令和 2 年
度以降も検討を行い早期に結論
を得る抜本的な対策について議
論しました。「自らの命は自らが
守る」意識を一人一人に醸成さ
せるべく、避難行動を促し、防災
への理解力を向上させるための
キャンペーン等の普及啓発等に関
わるものを出水期までに集中的に
行い、一方で避難情報や避難行
動要支援者の避難等、制度的検
討が必要となるについては主な
論点を整理し、引き続き議論・
検討を進めることとしました。

令和元年台風第19号等による
災害からの避難に関するワーキンググループについて2
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　「自らの命は自らが守る」意識
を国民一人一人に醸成するため
には、平時より自らが置かれた災
害リスクを認識してもらい、緊急
時にとるべき行動について理解し
てもらうことが重要です。このた
め、令和2 年度出水期までに、避
難行動を促す普及啓発活動であ
る「避難の理解力向上キャンペー
ン」をあらゆる主体に参画いただ
き日本全国で展開しています。
　当該キャンペーンは、市町村が

日本全国の各戸にハザードマップ
や避難行動判定フロー（図 1）、
避難情報のポイント（図 2）を配
布又は回覧し、「『避難』とは『難』
を『避』けることであり、安全な
場所にいる人は避難場所に行く必
要がない」ことや「安全な親戚・
知人宅も避難先となり得る」こと
等について住民の理解を促しま
す。そのほか、教育機関や福祉
関係者等が避難行動判定フロー
等を活用し避難に関する理解を促

進し、また、社員等が不要不急
の外出を控えることができるよう
民間企業がテレワーク・時差出勤・
計画的休業等を促進する等、あ
らゆる主体が参画し、令和２年度
出水期までに、国民に対し避難に
関する理解の普及啓発を行うも
のです。本キャンペーン等の取組
を確実に実施するとともに、令和
2 年度以降の取組については制
度論も含め引き続き具体的な検
討を進めて参ります。

避難の理解力向上キャンペーンについて 3

「令和元年台風第19号等による災害からの避難に関するワーキンググループ」
http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.html

「避難行動判定フロー・避難情報のポイント」
http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/pdf/houkoku/campaign.pdf

図1. 避難行動判定フロー 図2. 避難情報のポイント
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「ペットの同行避難と
指定避難所等での受入れ」について

環境省自然環境局
総務課動物愛護管理室

　今ではかなり定着してきたよう
ですが、「同行避難」という言葉
が使われだしたのは、阪神淡路
大震災後からのようです。東日本
大震災を経て、環境省はこの災
害でペットの救護活動等を行った
団体や自治体からの代表を編集
委員として「東日本大震災にお

ける被災動物対応記録集」を編
纂し、同時に発行した「災害時に
おけるペットの救護対策ガイドラ
イン」の原則に「同行避難」を
置いて、以後これを軸とした災
害対策の普及啓発を行ってきまし
た。その後、熊本地震での対応
経験を基に、「人とペットの災害

対策ガイドライン」と改名した改
訂版ガイドラインを発行しました
が、自己責任の元での「同行避難」
は、変わらずペットとの避難行動
の大原則となっています。
　災害時にペットを同行避難する
ことが合理的だとされた理由とし
て、以下の例を紹介します。

1

地震の後で津波が発生した東日本大震災ではペットを連れて避難できなかった、
また津波等でペットを失った多くの飼い主が、ペットを連れて避難できなかったことに対して大きな心の傷を負った。

ペットと共に避難した飼い主は、避難当初こそペットの世話が避難生活のストレスになったものの、
その後の復興期に至る過程では、ペットの存在が励みになり、ペットを飼わない人と比べて精神的な回復が早かった。

ペットを連れに戻った飼い主が津波に遭遇して
亡くなった事例がある。

同行避難ができなかったペットが放浪状態になり、
その動物を保護収容するために多大な労力と費用が必要となった。

ペットとの「同行避難」なぜ？

　すべての災害対応の基本が「自
助」にあるように、ペットとの避難
でも自助は大原則です。特にペッ
トとの避難では、災害以前に行う
ペットのしつけが重要になります｡
　飼い主が行動をコントロールで
きないペットや、吠え癖や排泄行
為、他の動物や他人に寛容かと
いったことで悪癖のついたペット

は、通常の避難所では受け入れが
たい存在となります。したがって
ペットのしつけは、望まれる行動
が自然に取れるようになるまで、
十分に行っておく必要があります。
　集団生活に順応性のないペット
が一緒に避難できるような避難所
はなかなか見つからないと思いま
すので、もしも自身のペットがそ

のような状態の場合は、災害時に
ペットをどうするのか、預ける先
があるのかを平常時に確認してお
く必要があります。さらに自身で
同行避難ができないほどの数の
ペットを飼っている方は、避難時
の支援者を見つけておくことや、
特別な避難先を確保しておく必要
も生じます。

2 同行避難のために必要な準備

災害時にペットを同行避難することが合理的だとされた理由の過去事例

　もちろん、災害時に大勢の人々が避難生活を行う避難所には、動物が苦手な方やアレルギーを持った方なども暮らしているため、避難所の運営者の頭を悩ますこともあ
りますが、適切な対応さえ取れれば、ペットとの同行避難自体が持つメリットは決して否定できるものではないといえます。
　まして視覚や聴覚に障害を持つ方々が生活するうえで、大きな頼りである盲導犬や聴導犬などの身体障害者補助犬は、いわば障害を持つ方々の体の一部であるため、指
定避難所等で必ず受け入れる必要があります。したがって避難所の運営者はまず身体障害者補助犬とその利用者の避難所での便宜を考え、同時にペットを連れた避難者へ
の対応も一緒に決めておくことが望ましいと言えます。

獣医師による支援活動
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　近年、豪雨や台風等の気象災害が激甚化・頻発化しています。気候変動の影響が現実となり、想定を超え
る災害が各地で頻繁に生じる「気候危機」の時代を迎えています。今般、内閣府防災担当と環境省が連携して、
気候変動リスクを踏まえた抜本的な防災・減災対策の在り方を検討し、気候変動対策と防災・減災対策を効果
的に連携して取り組む戦略を、以下のとおり取りまとめました。

気候変動と防災は、あらゆる分野で取り組むべき横断的な課題。今後、各分野の政策において「気候変動×防災」を組み込み、政策の主流に
していくことを追求する。

あらゆる主体が、各分野で、気候変動対策と防災・減災対策を包括的に講じる。気象災害のみならず、感染症、熱中症等をも含めた複合リスク
に対応できるよう、ハード・ソフト両面の対策により、国土形成、インフラ整備、土地利用などを進める。
　その際、地域を災害前の元の姿に戻すという原形復旧の発想に捉われず、自然の性質を活かして災害をいなしてきた古来の知恵にも学びつつ、
土地利用のコントロールを含めた弾力的な対応により気候変動への適応を進める「適応復興」の発想を持ち、いわば「災害をいなし、すぐに興す」
社会を目指す。このため、被災後に速やかに対応できるよう、災害発生前から未来を見据え、復興後の社会やまちの絵姿を地域で検討し共有し
「より良い復興」を目指す、事前復興の取組を進める。

行政による防災（公助）はもとより、国民、企業等が、気象災害が激甚化・頻発化している気候危機の現状を理解し、災害に備え「自らの命は
自らが守る」自助や、「皆と共に助かる」共助の意識を喚起する。地域の災害リスクを知り、災害時には避難等の防災行動を確実にとるための取
組、市民、ボランティア、民間事業者、行政等の様々な主体が、連携・協力して災害に対応する取組を加速する。

気候変動と防災の担当が連携・協働して取り組む今般の体制を、世界に率先して示し、パリ協定・仙台防災枠組・SDGsを「『気候変動×防災』
の三位一体」として同時達成を目指す。わが国の災害経験や防災技術・環境技術をフル活用した、官民による海外展開、国際協力を一層活性化する。

指定避難所等でのペットの受入れ3
　先のように「自助」による対応
が原則だとしても、現実にはさま
ざまな状態のペットとの同行避難
者が避難してくることが大きな問
題になります。避難者の安全を考
えると、これらの人々を「この避
難所ではペットの同行避難を受け
入れていない」ということを理由
にして断ることはできません。も
しも受け入れられないのであれ
ば、せめてペットの預け先の紹介
やペットも受け入れられる避難所
への誘導などを行う必要が生じま

す。したがって特に避難所の運営
にかかわる防災担当部局などは、
平時から動物愛護関係部局や福祉
部局の協力を得て、ペット連れで
の避難訓練を開催するなどの工夫
により、ペットの同行避難者への
対応を検討し、有事の際は協働で
きる体制を構築しておくべきだと
考えます。
　環境省ではこれまでの災害にお
けるペットの避難対応状況を背景
に、地方獣医師会や動物愛護団体、
自治体の動物愛護部局などが連携

して立ち上げる動物救護本部等の
立ち上げや、民間団体からのさま
ざまな支援を模索してきました。
これらに必要な情報の概要は「人
とペットの災害対策ガイドライン」
などで紹介し、一般の飼い主向け
にはポスターやパンフレットなども
作成しておりますので、是非ご利
用いただければと思います。

気候危機時代の「気候変動×防災」戦略
～「原形復旧」から「適応復興」へ～

今後、わが国を一層災害に強くし、同時に気候変動と防災の分野の
国際的取組の進展に貢献していきます。

http://www.env.go.jp/nature/
dobutsu/aigo/1_law/disaster.html　

ペットの災害対策

http://www.bousai.go.jp/pdf/0630_kikohendo.pdf

内閣府（防災担当）のホームページにメッセージの全文を
掲載しておりますので、ぜひご覧ください！

武田内閣府特命担当大臣（防災）・小泉環境大臣共同メッセージ

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当

ペットの飼い主に
災害対応を促すポスター

平成30年7月豪雨で配布した　
自治体が利用するためのチラシ
（ひな型）

意見交換会の様子

共同記者会見の様子
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　災害発生時には、被災地の内
外からボランティアが駆け付け、
行政の手の届かない様々な被災
地支援活動を行うなど、ボラン
ティアは被災地の復旧・復興、被
災者の生活再建において重要な
役割を果たしています。しかし、

新型コロナウイルスの感染が懸念
される現況下においては、台風
や地震などの自然災害が発生し、
ボランティアによる被災地への支
援が必要となった場合、その活
動によって感染が拡大することが
ないよう留意する必要がありま

す。この度、ボランティア活動の
調整・支援等を行う 2 つの団体
から、新型コロナウイルスの感染
症が懸念される中でのボランティ
ア活動にあたっての留意事項が、
それぞれ示されましたのでご紹介
します。

1 はじめに 

　JVOADでは、「新型コロナウイ
ルスの感染が懸念される状況に
おけるボランティア・NPO等の災
害対応ガイドライン」をまとめて

います。このガイドラインでは、
下記 3 つの事項を災害対応の基
本方針として示しており、その他
に従来の災害対応と異なる点、

NPO 等支援組織の活動のあり
方、現地で支援を行う際に準備・
確認すべきことなどを説明してい
ます。

新型コロナウイルスの感染が
懸念される状況におけるボランティア活動について

特定非営利法人全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
（JVOAD：ジェイボアード）2

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当

http://jvoad.jp/guideline/
詳細は下記のJVOADのHPを参照ください。

災害対応の基本方針

被災した地域への支援は、
地元の意向に配慮することを前提に対応を考えること。

支援は、被災した地域内での対応を中心に考え、
原則として外部からの人的支援は遠隔での対応を主体とすること。

現地災害対策本部／行政等からの要請などがある場合、
現地での支援に必要なノウハウをもった支援者が

被災地で活動を行うことがあること。

ガイドライン
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衛星安否確認サービス（Q-ANPI）の
実証事業への参加自治体の募集について

内閣府宇宙開発戦略推進事務局

社会福祉法人全国社会福祉協議会3
　社会福祉法人全国社会福祉協議会では、「緊急事
態宣言下における災害ボランティアセンターの設置・
運営について～全社協ＶＣの考え方～」という指針を
示しています。この指針では、新型コロナウイルス

の影響下における災害ボランティアセンター（以下「災
害ＶＣ」という。）の設置・運営に関して、下記をポ
イントとして示しています。

https://qzss.go.jp/overview/information/qanpi-koubo2020.html
詳細な募集要項は、今後ホームページにてお知らせします。 

災害ＶＣの設置については、被災者ニーズに基づき、専門家等の意見を加え、行政と協議し判断すること。
また、災害ＶＣの設置を迅速に判断するため、発災前に市区町村行政と協議し必要事項を決定しておくこと。

緊急事態宣言解除後におけるボランティアの募集範囲の拡大は、政府の基本的対処方針の考え方のもと、被災地域の住民のニーズや意見・意向等をふまえ、
行政（都道府県および市区町村）と協議し判断すること。

https://www.saigaivc.com/
　詳細は下記の全国社会福祉協議会のHPを参照ください。災害ボランティア活動を実施する際は、感染拡大防止を徹底すること。

　内閣府 宇宙開発戦略推進事務局は、準天頂衛星
システム「みちびき」の衛星安否確認サービス
（Q-ANPI）とスマートフォンの通信技術を融合した
防災機能の高度化に取り組んでおり、実証事業に参
加する自治体を令和2年度秋に募集します。
　Q-ANPI は、準天頂衛星システム「みちびき」のサー
ビスのひとつで、避難所の情報を衛星経由で収集し、
地方自治体等の防災機関に情報を伝達するサービスで
す（図１）。災害時に地上の通信インフラ網が途絶・輻

図１.Q-ANPI の概要

輳した場合でも、避難
所・避難者の情報を集
約することができるた
め、早期の救助・救援に役立ちます。サービス利用料
および通信費は無料です。この機能を、スマートフォ
ンのアプリ・通信機能と連携させ、避難所以外の住宅
地やオフィスビル等における被災者の安否情報を、ス
マートフォンを経由してリレー形式で可能な範囲で収
集する機能を実証します。合わせて、道路・橋等のイ

ンフラの被災状況についても収集するシス
テムの実現可能性を実証します（図２）。
　参加自治体には Q-ANPI 端末が貸与さ
れ、訓練をとおして実証事業に参加して
いただきます。今後ホームページにて参
加自治体を募集しますので、ご検討いた
だきますようお願いします。

図2. 実証事業の概念図

募集期間：令和2年8月から10月
選定・通知：令和2年11月
Q-ANPI 端末配布時期：令和3年1月から3月
貸与期間：令和8年末までの6年間
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　近年、毎年のように全国各地
で自然災害が頻発し、甚大な被
害が発生しています。自然災害
から命を守るためには、平常時
から、自分の住んでいる場所や
職場でどのような災害リスクがあ
るのかを把握しておくことが重要
です。では、その土地の災害リ
スクはどのようにして把握すれば
いいのでしょうか？災害リスクを
把握するには、その土地の標高
や地形を知ることが大切です。
　国土地理院が提供するウェブ地

図「地理院地図」（https://maps.gsi.
go.jp/）では、誰でも簡単に標高
や地形を知ることができ、災害リ
スクを把握することができます。
本稿では、災害リスク把握に役立

つ地理院地図の情報及び機能と、
地理院地図の使い方を広く知って
もらうために作成した地理院地図
紹介サイト（https://maps.gsi.go.jp/
help/intro/）について紹介します。

1 はじめに 

　津波や河川の氾濫、高潮などに
よる浸水の危険性を把握するため
には、標高や周辺の土地との相対
的な高さの差を知ることが重要で
す。地理院地図の機能「自分で作
る色別標高図」では、標高値ごとに
自由に色を決めて標高地図を作る
ことができます。画面左上の「地図」
ボタン→「標高・土地の凹凸」→「自
分で作る色別標高図」を選ぶと、
地図を標高値で色分けするための

浸水の危険性

2 災害リスクを知る

災害リスク把握に役立つウェブ地図
「地理院地図」

国土交通省国土地理院

図1.自分で作る色別標高図

ウェブ地図「地理院地図」
（https://maps.gsi.go.jp/）

地理院地図紹介サイト
（https://maps.gsi.go.jp/help/intro/）

メニューが表示されます。例えば図
1は東京の荒川沿いの地域で、微
小な変化が目立つよう標高1m ご
とに色分けした
ものです。ゼロ
メートル地帯は
青に、特に低い
場 所（標 高－2m
以下）は黒に、ま
た高い場所（標高
4mより高い）は
赤に色付けして

います。河口の近くの一見平坦な
土地でも、高い・低いが視覚的に
わかるかと思います。
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　地理院地図では、土地の性質
と成り立ち（すなわち、地盤の
脆弱性）を知ることのできる情報
も閲覧できます。例えば「地形
分類」では、地図上をクリックす
ると、“扇状地”“氾濫平野”といっ
た地形と、その成り立ち、想定さ
れる災害リスクがポップアップで
表示されます（図2）。また、「明

地盤の脆弱性

地理院地図紹介サイト3

おわりに4
　紙面の都合上、地理院地図のす
べてについてはご紹介できません
が、ここで紹介したもの以外にも、
過去の自然災害の教訓を伝える
「自然災害伝承碑」や災害の危険
から命を守るための緊急的に避難

する場所などである「指定緊急避
難場所」といった情報や、任意の
経路に沿った地形断面がわかる
「断面図」や、災害発生前後の写
真など２画面に異なる情報を並べ
て表示できる「並べて比較」といっ

た機能など、地理院地図には防災
に役立つ情報・機能がまだまだた
くさんあります。是非一度地理院
地図を使ってみてください。

　地理院地図紹介サイト（図 3）
では、地理院地図でどのようなこ
とができるのかを、具体的な活用
例を交えながら解説しています。
初めて地理院地図を使う方でも地

へのリンクを掲載してあります。操
作手順は、1 分程度の動画で解説
しています。この地理院地図「使
い方動画」は、YouTube の「国
土地理院・地理院地図チャンネル」

（https://www.youtube.com/c/g

simaps）で公開しています（図4）。

理院地図を簡単に使っていただけ
るようなサイト構成としており、例
えば、「地方公共団体の防災・減
災業務での活用」→「災害に備える」
を選択すると、「土地の成り立ちを

知ろう」「自分で作る色
別標高図」といった項目
を見ることができます。
各項目には、その機能や
見られる情報についての
解説と、地理院地図での
操作手順、各項目が表示
された状態の地理院地図図3. 地理院地図紹介サイト 図4. 地理院地図「使い方動画」

図2. 地形分類

治期の低湿地」は、明治時代に
湿地や水田だった場所を示した地
図です。これらの地図から、
例えば、土砂災害が起こり
やすい場所、洪水が起こり
やすい場所、大きな地震
発生時に液状化が起こりや
すい場所などがわかりま
す。両者とも、画面左上
の「地図」ボタン→「土地

の成り立ち・土地利用」から表
示できます。
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地域防災力の向上のための支援策
「とよなか防災アドバイザー派遣制度」

豊中市
危機管理課

制度の概要

　豊中市は、地域の自主防災力
を向上させるため、気象防災アド
バイザーや防災士などの防災の
専門家を自主防災組織や自治会
などに派遣する「とよなか防災ア
ドバイザー派遣制度」を令和元年
11月から開始しました。
　制度構築に当たっては気象庁
及び大阪管区気象台にも相談し、
防災の知識を兼ね備えた気象の
専門家として気象庁が育成し、
大阪管区気象台など地域の気象
台と連携しながら活動している気
象防災アドバイザーの中から、本

事業の主旨に賛同をしてくれた方
を、「とよなか防災アドバイザー」
とすることにしました。気象庁か
らも、気象防災アドバイザー活用
に係るパイロット事業として注目
をいただいています。
　「とよなか防災アドバイザー」
として、気象予報士会の防災啓発
事業の統括者や気象庁に37年間
にわたり勤めていたOB、ラジオ
放送での気象解説をしている気
象会社の現役社員など現在4人の
方がおります。
　校区自主防災組織や自治会、P

TAなどから派遣要請を受け、地
区防災計画や避難訓練のシナリオ
策定、気象情報の上手な使い方、
地震や水害・土砂災害からの避
難などについて講義や助言を行っ
ています。
　近年、全国的に水害リスクも大
きくなっている中、防災気象情報
など、専門性のある人材を地域に
派遣することで、校区自主防災組
織等が地域の特性に応じて、より
組織的な防災対応を図れるよう、
今後とも、本制度をもとに支援し
ていきたいと考えています。

〇派遣の様子

目的
気象や防災の専門家が地域に出向き、
地域での防災や災害対応、防災気象情報の活用方法などを解説し、
校区自主防災組織や自治会など地域の自主防災力を向上させる。

派遣条件
①防災意識を高めることを目的とする研修会など
②校区自主防災組織、自治会、管理組合、PTAなどが主催
③対象となる研修会などの参加者が25人以上
④１回につき２時間以内

令和
元年度の実績

4件

防災リーダー 地域の輪 第 回43
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研修等を実施5

講演会等の内容調整

・主催者とアドバイザーが、講演会等の内容について直接調整。

4

主催者へ決定通知

・実施日時、派遣するアドバイザーの確定を口頭で伝える。

3

アドバイザーへ講師依頼等

・市は、申請内容を審査の上、アドバイザーと日程調整。

2

①アドバイザーの派遣申請

・主催者は、派遣申込書（様式第1号）に必要事項を記載し、
　講演会等の開催予定日の概ね2箇月前までに市（危機管理課）に提出。
※申込を受付けた後、防災アドバイザーと調整を図るため、開催のタイミングについては余裕を持って申し込んでいただく。

1

申請から実施までのフロー

主催者

校区自主防災組織等

申込受付・調整

豊中市危機管理課

研修・訓練等

研修会、後援会、訓練

防災アドバイザー

専門家

アドバイザーの
派遣申請

1
講演会等の
内容調整3

主催者へ
決定通知

2

4 5
研修等を
実施

アドバイザーへ
講師依頼等

ぼうさい
令和2年8月21日発行［季刊］
http://www.bousai.go.jp/
kohou/kouhoubousai/r02.html

内閣府（防災担当）普及啓発・連携参事官室
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● 編集・発行
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● 編集協力・デザイン ● 編集後記
今号の特集は、「日本の水害と土砂災害」につい
て特集いたしました。水害に関する日頃の備えや、
避難についての情報、そして記憶にも新しい台風
被害時の対応等についてです。「ぼうさい」の中
で紹介した内容以外にも詳しい内容が内閣府が
公表しているパンフレット等にも記載されておりま
すのでそちらもぜひご一読いただきたいです。ま
た、防災意識を高めていただくため、デザインも
一新させていただきました。これからも皆様にとっ
てわかりやすい誌面にしたいと思いますので、ご
意見・ご感想お待ちしております。

敷島印刷株式会社
printed in Japan

● 印刷・製本
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防寒シートの用意などの指示が 
書かれた「実行イベントカード」を
加え、その指示を生徒が実際に
行うという工夫をしました。
この他にも、近隣の保育所、

小学校、中学校との共同避難訓
練、炊き出しや備蓄品の持ち出し
訓練、非常食となる山野草「防災
植物」の調理などの様々な防災活
動を行ないました。
こうした活動が評価され、大方

高校は平成 31年 2月、防災教育
チャレンジプランの「防災教育優
秀賞」を受賞しました。
同校教諭の浦田友香さんは、

チャレンジプランの活動を通じて、
生徒の意識や行動に変化が現れ
たと話します。
「様々な人との交流で、コミュ
ニケーション能力が高まりました。
また、多くの人に感謝されること
で自信がつき、自分は社会のため

に何ができるのかを考えるように
なりました。」
同校は平成 31年に再びチャレ

ンジプランに採択され、高齢者や
障害者などの要配慮者を受け入れ
る福祉避難所を想定したHUGの
作成、視覚・聴覚障害者が参加 
した防災訓練、同校オリジナル
の「防災カルタ」を使った小学校
での出前授業など、さらに活動の 
幅を広げました。その結果、令和
2年 2月に「防災教育特別賞」を
受賞しました。
「地域の高齢者からは、『若い
人がこんなに住民のことを考えて
くれているのなら、自分たちも 
頑張らなければ』といった声も 
上がっています。若者の地域への
影響力は非常に大きいです。これ
からも、地域の人たちに信頼され
る生徒を育てていきたいです」と
浦田さんは話します。

（画像提供：すべて  大方高等学校）
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● 編集後記
今号の特集は、阪神・淡路大震災から25年

が経過した兵庫県の現在の取組みを取り上
げました。災害が激甚化するなか、私たち一人
ひとりが災害の状況やリスクを把握し、適切な
避難行動ができるようにすることが求められ
ています。また、高齢者や障害者といった、自
力では避難が難しい人をどう支えるかも大き
な課題です。防災は、行政だけではなく地域
のさまざまな人が協力し合い、地域全体で取
り組むことが重要です。皆さんも、この機会に、
身近な防災の行事に参加するなど、家庭内・
地域の防災について、考えてみませんか。

大方高校の体育館でHUGを実践する生徒 大方高校と、近隣の保育所、小学校、中学校
との共同避難訓練

防災カルタを使った小学校での出前授業 炊き出しの訓練

ぼうさい 春号  [No. 98]

ご意見・ご感想を、内閣府（防災担当）広報誌「ぼうさい」担当宛で、はがき、FAXにてお寄せください。
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